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組織による資源指向型資源配分手法
広 田 俊 郎
I 序
組織内の資源配分の問題が，さまざまのレベルで問題にされている。ここ
で組織として，経営組織を考えることもできるし，より広い意味での組織を
考えることもできる。すなわち，公害地区の企業群，輸出規制産業内の諸企
業，および企業集団など，複合組織を考えることもできる。
その際，すべての組織の共通の問題点は，組織を構成する各部門が共通に
使用する資源を，どのような方法で配分するかということである。その組織
内の共通資源の配分の議論として価格指向型資源配分と，資源指向型資源配
分とが展開されてきた。その基本的なアイディアは，前者の場合，センター
と部門からなるハイアラーキー・システムにおいて，センターからの指示情
報が共通資源の価格であり，それに対する反応としての部門の行動として，
報告情報が共通資源の使用数量であるような情報交換のイテレーションを行
ぃ，また後者の場合，センターからの指示情報が共通資源の割り当て数量で
あり，それに対する部門の報告情報が共通資源の価格であるような情報交換
のイテレーションを行うことにより，組織内の資源配分を分権的に行うとい
うことである。その際，この二つのアプローチの差異にもかかわらず，これ
らの分割手法の基本的な意図は，システムを分割し，全体を一気に解くので
はなく，部門毎の微細な解を積みあげ，それらをふまえて次にトータルな観
点からチェックを行い，その検討の結果をふまえて部門問題の解を変更する
というプロセスを通じて， トータルとしての最適解を効率的に発見しようと
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いうことである。
ところで ArrowCl]によれば，組織の行動を規定するのは agenda（議
題）として何が提出されているか，ということである。すなわち， Arrow 
の指摘は， 現実の組織行動の解明に先立って， その agendaとして意識さ
れているものを検討しなければならない，ということを意味している。そし
てagendaとして，活動的，監視的，受動的の三つの種類の領域にあるもの
を区分したことの意義は，組織の各層での意思決定能力の制約を指摘したと
いうことに求められるだろう。すなわち Arrowの議論は，意思決定能力の
制約としての，情報探索，認知，評価，などの各能力の制約を指摘したとこ
ろに，その意義が認められる。
このような意思決定能力の制約をふまえた上での， さまざまのタイプの分
権的資源配分の意義は， 各層での agendaを， 同一のレベルのものに集約
せしめようとすることであると思われる。たとえば，価格指向型資源配分フ゜
ロセスの代表例としての Dantzig& Wolfeプロセスにおいては，センター
の agendaは共通資源のシャドー・プライスの決定であり，部門の agenda
は，与えられたシャドー・プライスのもとでの最適な技術の選択である。ま
た，資源指向型資源配分フ゜ロセスの代表例としての Kornai& Liptakプロ
セスにおいては，センターの agendaは，共通資源の数量割り当てであり，
部門の agendaは，最も高い限界生産力を与える技術の探索である。
いずれにせよ，異なる agendaをもったハイアラーキーの各層によって資
源配分の過程が営まれるのである。ところで，価格指向型資涼配分の場合，
センターの agendaとして，共通資源のシャドー・プライスの決定だけでは
*l 
なく，追加的な決定が必要なことが，しばしば主張されている。この稿の結
論として，資源指向型資源配分プロセスの場合においても，組織の各層に与
えられた agenda だけでは， プロセスの完結が果たせないということが指
摘され，そしてセンターの agendaとして，より複合的な情報決定が必要
となるのではないかという推測が示される。
* 1 Charnes, A. Clower R. W. and Kortanek, K. 0. "Effectine Control Through 
Coherent Decentralization With Preemptive Goals", Econometrica Vol. 35 
No, :z.April, 1967参照
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今， n個の部門が存在し，第 j部門についてその生産量を広（初次元ベ
クトル），生産物を 1単位作るに必要な共通資源の投入係数行列を A;(m。X
妬行列），生産物を 1単位作るのに必要な部門独自の資源の投入係数行列を
B; (mパ初行列），共通資源の制約をb。(m。次元ベクトル），部門独自の資
源の制約を加生産物 1単位当たりの利益を Ci(n1 次元ベクトル）で表わ
すことにする。 そのとき n部門とセンターからなるトータル・システムの
最適化の問題は次のように表わされる。この問題をCM]で示すものとする。
” CM〕・maximize区C'j功
i~I 
(1) 
” subject to区A心 :;:b。 (2)
j=l 
Bj功＝ b;,jEN (Nは部門の番号の集合） （3) 
功>-:o (4) 
この問題を，センターから共通資源の割り当てを行うことによって，部門
問題を解くことによって各部門は共通資源のシャドー・プライスを計算し，
センターに報告するというプロセスを考えることにしよう。これは， Kornai
& Liptak (ll)や tenKate⑪3)(14)などによって展開されたのと同じタ
イプの議論であって， Dantzig& Wolfe〔的と比較すれば，センターから
の指示が共通資涼の数量であり，部門からの報告が共通資源のシャドー・プ
ライスである点が逆の構成になっている。 Freeland〔的によれば，このよ
うな資源指向型資源配分手法の方が，現実の予算作成過程，経営計画過程，
などをよりよく記述するものであるとされているのである。
まず，センターは各部門に共通資源を分割配分する。部門 jに djだけ配
分するものとしよう。すると
9 
工dj=b。
iヨ
(5) 
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di(jEN)は m。次元ベクトル
そのとき，各部門はセンクーによって分割された共通資源の制約を考慮に
入れて，
〔PD maximize c’必
subject to A;功<d;
BJ功＝b；
功2:.0
という問題を解くことになる。
そして同時にその双対問題を解く。すなわち，
(D;J minimize が必＋μ';bi
subject to 冗'JAj+μりBi>Ci
冗i, μj之0
(6) 
(7) 
(8) 
(9) 
皿
仰
四
ここで，冗;(m。次元ベクトル）， 約（加次元ペクトル）は，それぞれ共
通資源と，部門独自の資源のシャドー・プライスを示している。部門jは問
題 CD;)を解くことによって共通資源のシャドー・プライス冗J を導出し，
それをセンクーに報告するのである。
するとセンクーは，報告された各部門のシャドー・プライスを比較し，より
高いシャドー・プライスを与えている部門にはより多くの共通資源を配分す
るという形で， ~d;=b。を成り立たせる di の組を更新する。
iー1
資源指向型資源配分手法としては，このような情報のイテレーションのプ
ロセスを経て，最適解を導出しようという基本的なアイディアのもとに，種
々のモデルが提出されている。その中で Kornai& Liptak (11)は，このよ
うな分権化されたシステムの問題を， Brown(4) Robinson (15)の fictious
play methodのようなやり方を用いて， ゲームとして解を導こうとしてい
る。つまり，センクーは，初期に任意の共通資源の配分を与え，部門は，そ
の配分のもとで共通資源のコストが最小になるようなシャドー・プライス評
価を与えるものとされる。次のイテレーションにおいては，部門による共通
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資源のシャドー・プライス評価という反応をふまえて， センターが共通資
源の使用価値を最大にするよう配分を変更するものとされる。すなわち，
Kornai & Liptakは，問題を， 部門の最小化行動と，センターの最大化行
動とからなるゲームとして見ようとしているのである。
しかしながら，このようなゲームの収束性には疑問が持たれている。その
原因として，資源指向型資源配分手法について一般に妥当すると思われる難
点を，次節以下で述べることにしよう。
m 資源指向型手法の性質
資源指向型手法においては，共通資源の適切な分割を見つける責任はセン
ターに委ねられている。それを行なうのに際して困難な点は，センターが，
各部門に対する共通資源の配分 djを見つけるために必要とされる各部門問
題についての詳細な情報を持たないことである。そのため，センターは，情
報を各部門との情報交換のイテレーションを通じて獲得するのである。
このような情報交換のイテレーションのまず始めに，センターは，共通資
源のベクトル di(jEN)を部門j に伝達する。部門 jは， djが与えられ
たときの問題〔P;(dり］を解く。この問題〔P;(d;)J(jEN)が実行可能解
を持つと仮定して脹論が進められる。 この理由をもって， 資源指向的手法
は， しばしば primalfeasible methodと言われる。
また情報交換のイテレーションの一環として，各部門は，与えられた問題
〔P;(d心に対する要約情報を報告する。 その際の情報内容は，共通資源制
約に対応するシャドー・プライスである。センターは，これらの報告された
情報内容を，共通資源に対する各部門の付け値と見なし，より高い付け値の
部門にはより多くの資源の配分を，より低い付け値の部門にはより少ない資
源の配分を，という形で限界調整を行おうとするのである。そしてこのよう
な情報交換のイテレーション・プロセスは，シャドー・プライス（付け値）
の均等化が達成されるまで続けられる。 tenKate(13]の次の定理は，各部
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門にとって最適なシャドー・プライスである付け値が存在することを保証し
ている。
定理 1 X;* (jEN)が問題 CM]に対して最適であると仮定する。もし
d;*=A;がであり，冗J(d;)が問題 (P;(dり］についての最適なシャドー
・プライスの集合であるとすると，そのとき
ll1(d1*) n恥 (d2*)n……………nD.(d.*）ヂOJ (13) 
である。
tenKateによって与えられた，この定理の証明は， Kuhn-Tucker最適条
件を利用するものであった。
ところで(13)式において，シャドー・プライス・ペクトルが一意的であると
き9(13)式は
凪 (d1*）＝凪(d2*)= ・・・・・・・・＝D.(d.*) (14) 
に帰着する。最適な付け値ベクトル尻(di*）が一意的である限り， 各部門
jについて，その付け値が均等化されるように， センターが共通資源の配
分を調整させるのに際して，どのような問題も生じない。
このような事態は，部門問題に対する解が非退化の場合だけを考察するこ
とによって達成させられる。すなわち， このような非退化の仮定のもとで
は，センターと部門の間の情報交換のイテレーションにおいて， 共通資源
を，より高い付け値を与える部門に有利なように再配分するというプロセス
を通じて，各部門間を通しての付け値の均等化が図られる。したがって部門
問題の非退化の仮定のもとでは，資源指向型手法は，価格のみでは最適性を
適成できないという価格指向型手法に優る利点を提供する，と言えるのであ
る。
w 資源指向型手法における退化
資源指向型手法の以上のような利点は，しかしながら，幾人かの論者が指
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摘しているように，複数の付け値がつけられ，それゆえ退化が現実には，し
ばしば起るということによって損なわれる可能性がある。 そのことを，
Freeland (6〕にしたがって検討していくことにしよう。
ある一つの部門 j(jEN)は， 共通資源 i(iEM。) （M。は共通資源の番
号の集合）について， もし Aiの i番目の行が少なくとも一つのノンゼロの
要素を持つならば，その共通資涼の配分について競合していると言われる。
もし j>lの部門が，ある共通資源について競合しているならば，その共通
資源は競争的であると言われる。
CM〕のような形で表わされる分解可能な線形計画は， 次の四つの条件が
成立するときに，レギュラーであると言われる。すなわちその四つの条件と
は，次のようなものである。
(a) 実行可能解を持っている。
(b) 他のどのような代替案も存在しない。
(c) 少なくとも 1つの「競争的」な共通資源を持ち，少なくとも 2つの部
門を持っている。
(d) その最適解は有界であり，非退化である。
さらに分解は，少なくとも一つの分割された部門問題が，その最適解にお
いて退化を示せば，退化していると言われる。分解の退化の次数は，最適解
におけるすべての部門問題におけるゼロの値を持った基底変数のありうべき
最小数のことであると定義される。
定理2 最適解において， レギュラー線形計画のすべての資源指向型分割
は退化している。
証明；仮定より，問題 CM]に対する最適解は， m。十工 mj個の正の基底
i=1 
変数を含んでいる。また共通資源の最適な割り当てに関して，問題〔P;(d;)〕
は m。十mj個の基底変数を持っている。 そこで n個の部門問題は， より集
って nm。十こ加個の基底変数を持つ。問題 CMJにおけるのと同じ解が，
iー1
* Kornai, J. and Liptak. T.〔llJ,tenKate A. D, Cl4J参照
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問題〔P1(d;))(JEN)の集合においても成立していなければならないから，
部門問題は過剰決定であり，それゆえ退化していなければならない。Q.E.D.
定理2の系は，ただちに導かれる。
系1 レギュラーな線形計画における資源指向型手法の退化の次数は，最
適解において， m。（n-1)によって与えられる。
定理 2の含意は，諸部門が稀少な共通資源をめぐって競合しているときは
いつでも，資源指向型分割手法は，必然的に退化を生じさせる，ということ
である。
定理 3 すべてのレギュラーな線形計画の資源指向型分割は最適解におい
て，高々退化しない一つの部門を持っている。
この定理の証明は，次のレンマにおいて展開される結果を用いることによ
って容易になされる。
レンマ 1 レギュラーな線形計画問題 CM)の最適解の中に，部門jのコ
ントロールのもとにある，幻個の基底変数があるとする。そのとき資源指向
型分割の最適解において，ちは次式によって制約されている。
mi<ri<m。十mi (15) 
証明 Fは問題 CM]に対する最適解の基底行列を表すものとする。すな
わち，
和＊＝［Il (16) 
ここで， XB*は基底変数のベクトルである。そして F は次の形で表わさ
れる。
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ここで Ajは， Ajの中の基底行列をなす m。Xri行列である。また Bi
は， Biの中の基底行列をなす m;X乃行列である。 Fの行は， Fが基底行
であるから，一次独立であり，したがって Biの行も一次独立である。さら
に B心＝di（のは “B＊の適当な部分）は redundantsystemではない。
それゆえ， r心加（図ー 1参照）が成り立つ。
図ー1
また問題 CM)の最適解の中で部門jのコントロールのもとにある rJ個
の基底変数は，問題 (P;(d1)]の最適な基底解の中に含められなければなら
ない。そして問題 (P;(d;)）は加＋加個の行を持っているから， 乃~m.
＋加が成り立つ。 Q.E.D. 
定理8の証明；レンマ 1より，部門jの最適解には高々 m。個の退化があ
り得る。したがって系 1を用いて，少なくとも”―1個の退化している部門
がなければならない。 Q.E.D.
部門問題における退化は，複数の最適シ，，ドー・プライス・ペクトルの存
在を意味している。しかしながら，その前に，シャドー・プライス・ベクト
ルの各要素が一意的ではないということが示されなければならない。
定理4 レギュラーな線形計画の資源指向型分割における最適解におい
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て，それぞれの退化した部門問題〔P1(d1*)Jは， 一意的でない付け値を示
す。
証明； 部門 jの問題〔P;(d{*)Jが退化していると仮定しよう。 その場
合，相補性 (complementaryslackness)より問題〔P;(d;*)Jにおける共
通資源制約のそれぞれについての正の付け値が存在すると同時に，ある共通
資源制約についてはゼロの値の付け値があるかも知れない。
レンマ 1で定義された表記法を用いると，行列位］は mj+m。個の行と
乃個の列を持っている。問題〔P;(d1*)〕は退化しているので，ちく飢＋
m。であり［t]は基底行列たり得ない。
しかしながら次の関係式が成立する。
位］“い[tJ (18) 
ここで“もは，問題 CM〕の最適解において基底となっている部門iの
変数で r;次元ペクトルである 0 (1り式は redundantsystemである。 しか
しレンマ 1の証明において Bjは一次従属の行を含まないことが示された。
それゆえ Ajの況＋m。一乃行が一次従属を生じさせる。もし m1+m。―む
個の列が， Aiの redundantな行に対応して一つ付け加えられ，他の所で
は［叶に何ら添加されられないなら，この新しいマトリッ．クスは m。十mj
B; 
個の独立な行を持ち，基底行列となる。各々添加された列は，共通資源の補
助変数に対応している。かくして少なくとも一つの共通資源の制約の添加さ
れた変数が ePi(di*）〕の最適な基底の中にある。 したがって少なくとも一
つの共通資源制約の双対変数は最適解においてゼロであり得る。 Q.E.D.
定理4の意味するところは，もし eP;（di*）〕が退化していれば， Il1(d1*)
すなわち部門 jについての最適な付け値の集合が複数の要素を持つというこ
とである。
定理 5 レギュラーな線形計画の資源指向的分割における最適解につい
て，最適な付け値ペクトルがは，決して，すべての部門jにとって II;(d1*)
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の端点ではない。
証明；問題（M〕の双対は最適解において， 工”j個のノンゼロの基底変
j=l 
数を含んでいる。ががすべての jについて見(d1*)の端点であるとしよ
う。それゆえ各部門 jは (Pi(di*）〕の双対問題の最適解として ”i個の基
底変数を持っており， ”i個の変数の中で m。個ががに等しい。すべての
部門についての約個の変数の合成を取ってもこ”i-（”―l)m。個の異な
j=l 
る基底変数が得られるだけであり，問題〔M〕の双対問題については過小決
定であり，それゆえ，がはすべての jについて見(di*）の端点ではあり得
ない。 Q.E.D.
定理4およぴ定理5の含意は，最適解において，（1）もし各部門が端点の付
け値だけを報告するのであれば，センクーは決して各部門を通じて付け値を
均等化させることはできないだろうということ，（2）追加的な情報なしには，
部門jは無限の集合の中から一つの付け値ベクトルを選ぶことはできないだ
ろうということ，である。
v結び
以上で述べたように，資源指向型手法も，価格指向型手法と同じく，セン
クーからの情報内容が単一のものであっては，最終的プロセスにおいて不決
定の状態一退化ーをひき起こさざるを得ない。そのような退化を克服するた
め，価格指向型手法の場合。センターからの情報として，価格情報に加えて
共遥資源の数量割当て情報が付け加えられるという試みがなされていた。
（参照広田（9〕）同様に，資源指向型手法の場合， 退化を克服するため，セ
ンクーからの情報としての共通資源に関する数量割当て情報に加えて，何ら
かの価格情報の指示が必要となることが推測されるであろう。
ただし，そのことを指摘するための議論構成として，前半部分の，資源指
向型手法のプロセスの内容の記述と，後半部分の，そのような手法において
構造的に起り得る退化の可能性の議論とが，十分に接合されているとは言え
ないと言わざるを得ない。この両者を考慮におきながら，種々のプロセスに
88(518) 組織による資源指向型資源配分手法（広田副
ついて，情報交換のイテレーションにおける内容に関してどのような改善を
行なえば好ましい運営ができるのかの議論を，これからの課題としたい。
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